
書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3

1 資金に関する事:項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ 2年 4月 1日 ～ 3年 3月 31日事 業 年 度

(1)収益の源泉別の明

入金の明細

そ

金

円

円

円

雑収益

一般受取寄付金

受取利息

教会受取寄付金

事業収益

受取国庫補助金

□

262,200円

7,391,47o円

434円

493,074円

31,315,046円

10,477,450 円

収 益 源 泉 の 内 訳

円

円

円

円

合 計

円

49,939,674 円

月L
:日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

合 計 円

な し



2 資産の機渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

け る

る び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

53,700 円 一室あたり月額室料

円

円

円

円

円

円

円

円

料 金 条  件  等役 務 の 提 供 の 内 容

45,000 円 一人あたり月額食費

一人あたり月額徴収光熱費 9,000 円

12,000 円 一人あたり月額共益費

一人あたり月額基本サービス費 7,000 円

一人あたり月額冬期加算
Ａ
Ｕ

ハ
０

Ａ
Ｕ 円3,

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ロ

収益 る
”わ

る の 5

0 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ )

″

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

126,700円

7,900,600円

126,700円

2,000,000円

126,700円 室料、食費、光熱費、共益費

補助金

持続化給付金

取 ラ1 内 容 等

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

6,189,590円 厨房費

3,949,000円 外部改修工事

3,355,000円 外部改修工事

1,389,986円 電気代

721,600円 税理士顧問料

譲 渡 価 格住所又は所在地 譲渡資産の内容等

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等

な し

法人との

関  係

譲 渡

年月日

と



け

ハ

住所又は所在地
貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等取引先の氏名等

法人との

関  係

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

円

対 価 の 額住所又は所在地

な し

役務提供の内容等取引先の氏名等

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

役務の提

供年月日

法人との

関  係



氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

300,000 円 令和2.12.23

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

4 :諄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の規族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20 るもの

ロヨ の総額に関する

)

5

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

20人 23,059,760円



3 じ

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

した その相手先及び支出年月日]

フ 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

日

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ

イ 役員の総数のうちに次の者の数|の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

ハ 会計について公認会計土又は監査法人lα監査を受けてし

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

口 各社勲翡鵠対量翔円k践妬こと

と3

るヽこと、又:劇膠馴■ヨ鋼臓付け、取引α紀目吸び
る`こと

(1)

②

イ

α日)

0主 2)

各欄口|バ限事よ 第3表付表1 職印醐洵 から転配してくだま′、
③政1嵌〕ごついで,よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記口|してくだ割ヘ
αD 33.333・・・%→ 33.3%

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

最も′層嫡y,い I耐定の法

人の役員又は使用人であ
割 合 割 合

役員数

(②÷⑨
る者及びこ

族等」のカレープの人数
(C浄③

① ② ③ ④ ⑤
区  分

③ 2年 4月 1日 ～3年3月 31日 7人 0 人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

〇 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 田 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時
上記を証する書類の名称とその内容等

定款 28条 1項に「各正会員の
表決権は,平等なるものとす
る」と記載

はい

しヽ えヽ

はい

しヽ えヽ

はい はい |まい

しヽ えヽ

士
い

いいえ いいえ いいえ

田盟ヨ

′

書式第7号 (潤第44条051条05彰籍馴Ю

認定基準等チエック表 (第 31静 匝コ

匿
=コ0 1閣む聾申等チエック表 (第鋼Dιよ 法第

“

条第1項:こ鶴づく書類 (役鳳鯛職働饉硼日田■口|の日出曝司譴 てヽも田職段び添
付する必要があります。その嶋合、上記口(霧■

“
"猥

3」崎:り ませA^
・ 認定の有効期間の口新の輌椰こ当たつ

°
4よ 法講55条第11嘉:瑾:づく書類《U薗硼断躍鐘掲出■Dに出職した1口暉こ九 てヽ、

添村を省略することができます。



園 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

はい

⌒
ヒヽ墜え′

はい

しヽ えヽ

はい

しヽ えヽ

ιまい

いいえ

はい

いいえ

はい

しヽ えヽ

帳簿書類の備付吹 取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行っている

く
==)いいえ

はい

いいえ

はい

しヽ えヽ

ιまい

しヽ えヽ

ιまい

いいえ

はい

しヽ えヽ

項 目 ④ ⑥ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記鰭以,ヽある等の不適正な経理り有熙
有① 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

ハ

認定の有効期間の1更新の申mに当たって:ょ う封彗

“

葬圏彗1'厠|`鵬「づく1日順

め|て田職する必要はありませ,L

鮨■目剛朗燿響握出■D`こ田職したI中鳴こついて、改

エ ツ

注 意 事 項記 載 要 領項    目

区分欄D RЭ」から 10」 欄こは り雛器嚇勢価の各事

業年度 C翅置聾つ を調載しま・九

第3表付表1路曼員の状況」を記載して、輌①」、吃】及

び「④」の各欄に消 する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「〇」で囲みま・九

「」�た証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

礎R「諫 C叉晨賭蟄員:D疑秦 証 銀 場 調 離ω ま識

精Dは平等に,・票を与えると規定」のように言己載|しまつЪ

口の各欄

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受ιだ いる」の|.I墜霊上

二ICI上した場合L凶壁査誕曖菫笙蜃

旦L【≦
=三

宣L
② 噺調轄類の園

1世
、取引の記録及

び帳瀬翻印粥群謎殖色申告法人に準

じて行ってしヽる」の「は塗上L」ΩL
.L`童:塑i輩:翌二!昼:=.コ 1塾:塑i塁|コ:蓋:2_.□ l國!璽1日

該当する一方を K)」 で囲みます。

なな 「③」から「Qlに・3′ てヽιよ 土記イに記載する各

期間 (RD」 から「◎」)を示したものです。

ハの各欄

該当する一方を「〇」で囲みま・九

な:h n④」から「◎」|こう て`しよ 上記イに言甜 る各

押畢暑(「(】

二の名欄

○ 二において、暖脳め1穫lらかでない支出」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、

|のをしヽ 、洩u賂目に関わらず支出した壼 紫 そa瑯勧 1明らかでないものが、これこ当た

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費

"力

1明らがでない談曇」があることになり、認定を受ける

その費途を確疑することができないも |

りま丸 なな 意図的にその剣 駒 を
|

こと|まできま週ヒメぃ



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

匿ヨ直団
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書:口)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 7人 人 人

(1)最 も人数が多い「親族等」のグルー
0人 人 人

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの 0人 人 人

のグルー

人 人 人

人 人 人

人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況
氏  名 住  所 口□ EiIE]≡ヨ

③ ⑥ ◎ ① ◎ 薔硼
就任・選任

日

下条 裕章

渡辺 義明

中川 竜

藤堂 千浪

吉水 岳彦

理事

理事

理事

理事

理事
|

○

○

○

○

○

平成 18年
5月 9日 就任

平成27年
6月 9日 就任

平成27年
6月 9日 就任

平成30年
3月 8日 就任

平成27年
6月 9日 就任

平成27年
6月 9日 就任

大森 明彦 監 事 ○

三浦 啓一 □Eヨ ○



書式第9号 (法第44条051条058条関傷0

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

債口目関

・  「伝票コロ鵬■詢 1日よ 例ぇば「現金出‖Li、 lB世戯夢訥■l、 「経爛帳」などのように配載しま・九

・  晴初朝田むの彫Li l日よ「3枚攘写日腱:、 ウレーズリーフ」、:む汀帽鐘」などのよう国日載しま・九

・  『田版α嘲阻:1日よ r毎日ょ「■週間ごと」のよう口田載します。

・ 1圏定の有効期間の国脈が判聞こ当たって:よ 法第55条第1]卿 ,製凛づく書類 (猥員繭翻脚暉晨闘剛H■Dに配職し超内容に変更

がないとき:ム 添付を省略することができまlL

特定非営利活動法人 きぼうのいえ

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詞國璃醐 保存期間

現金出納帳
エクセル使用
ルーズリーフ 都度 7年

総勘定元帳
会計ソフト使用 (TKC)
ルーズリーフ 都度 7年

給与台帳
給与計算ソフ ト使用
(弥生給与)

ルーズリーフ
毎月 7年

7年仕訳 日記帳 会計ソフト使用 (TKC)
ルーズリーフ

都度



法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ た力旧

ノ
4 事業涸勁に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又閾政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して枷 D中墜を与えなし

と当法人との間D粥自硼闘自鵬こ関して制 の利益を与えないこと、役購 に対し役員の選任その他当法人
の財産の運用及|1硼卸 :営に関して畑 lD利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上
記イの潤動を行う者又は特定の公職の候補渚若しくは劉聞こある者に対し寄附を行わないこと

ハ ヨ副朧腱期間における事業蜀の総額のうち1閣目腿軒1蠅置に係る事業員の額り占める割合が80%1えたで
あること

二 実媚HI腱期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の嶺業費に充てていること

こ`と、役員等又は役員徳が支配する法人

ロ

項 目 ④ ⑥ ◎ ① ◎ 園王ヨ

宗教の教義を広め、儀式を行へ 及

び信者を教化育成する活動
有・① 有・ 無 有 0無 有・ 無 有・ 無 有・ 無

政治上の主義を推進し、支持し 又

はこれに反対する活動
有・(m

ヽ
“
′

有・ 無 有 `無 有 。無 有・ 無 有・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推繭ほ 支持し

又はこれらに反対する活動

有 ① 有 。無 有・ 無 有 。無 有 0無 有・ 無

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ 団 コ

役員の職誨の内叡 職員に対する給与の支給の出鳳 当法人とその
活動内容及び義懸服勧疇叡するい α′曼員に対する報酬の支
給の状況等に照らして、当法人の役員に対する1栖胴)支給として過
大と認められる報酬Dll支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給
に関して萄掲:に輝墜菫潮:与の店無

有① 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無

役員等又ιゴ曼員1等が支配する法人に対しその対価製臓躍鳴狛陸の

その譲渡の時における価順に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他綬員1等翅,諧受員等がコ配する法人と当法人の間の離 の
譲渡等に関して付蘭:`珀囃菫滲ξ与の右無

有① 有。無 有・無 有・無 有・無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の凛営

に関して補男l`澤1蜘菫潮:与の有無 有① 有。無 有。無 有。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公
職の候補者若しくは公職にある者に対する笥附の有無

有① 有。無 有・無 有。無
‐

有・無 有。無

書式第10号 (法第44条051条・58条関Ю

歴
=コ

認定基準等チエック表 傷И祠 師 厠

° 暉爾庭盤準博チエック表 (第硝D」

`よ

法第55条第11爵司鵬づく薔類 佃員1報馳癬襄聞襲日Dの 掴出囀司Ы′ヽでも田餞
及び添付する必要がありま・九 費切嘲象 『闊曰馴腱

"tッ
ク表 第4表 (爽DO薇 ぴ二)」 α目蘭ヒ隔耐の運口1灘らりま

せ:L
・ 圏定|の有効期間の1壺齢口報観こ当たつでよ 法第

“

条第1項に基づく|■順
て、添付を省略することができます。

GH躙酬朗腟薔圏川□D:■日屁した中鳴こつぃ



書式第13号 (法第44条・51条・58剰場傷0

エ ツ

法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ

5次に椰お 書類について閲覧|の開求があつた場創凛 正当な理由がある場合を除きこれをその事

口 各認定基準等に適合する旨及疇 由に該当しない旨を説明する書類

ホ 申出口刈謝田

“

研ヒ羽艶金に関する苺口融資産の饉醸等に関する事項ぃ寄口腱 に関する事項その他‐定の事項

ヘ

ハ

回正I亜亜玉目

務所において間覧きせること

イ 唱霞夢躍訴1暉回瓶雖法第2

次|こ掃デる書類:こ,ヽて閲置|の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

豪閲出に関す.刷田剛 (劉

『
」顧‖Dt馘潔bる場合には、如 IC出力鋼日D等を澤付してくだ鸞ルヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 G礫報告書、財産目録、1貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した1劃D
② 役員名簿

③ 定款等 碇款、認証書σ写し 薔 謳霧瓢調書の写D

ロ 各認趨聾孵割こ適合する旨を説明する書類、卿 口該当しない旨を調明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

ホ

″` ヽ

前事業年度の役員報酬又は職員給与の皮給に関する規程

次の事項|を記載した書類

① 瑯趨讀瀬間胡:に願削、借入金の月冊その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の陪鑢 条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内部こ関す凛

。 収益の生ず.翻反引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者と(の取引

。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者苦しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等1以内の綱族又ι

“

受員と1謝絃)関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年慶中の合言1督騎`
"万

円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の幅藩に関する事項

⑥ 支出した寄軽ン藩並びにその相手先及び支出年月日

⑦,海例」⌒の送金�弱 の持出しを行った場合(そσX瀑罰が2∞万円以下の場合に限る。)におけるそα覆誦同■び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合圏朝臓こ所轄庁に提出した書類の写し

② l海外への送金又ι出悩働り時出し(その金鰐範1均∞万円以下のものを除く。)を行う場創こは事前に又は災害に対

たック欄

ノ

Q瀬卿曰

・ :蜀趨聾準響チェック表第5劉よ 法第

“

条第1項目勢づく口類

あります。

【回:==:=コ型[=IE:理□玉
=[コ

:互:団Z]E:コ】

認定の有効期鳳駆日祀済覇に当たづでよ

'日

燎a凶目まありませ:L



書式第14号 αttИ 4条051条058条関係)

認定基準等チェック表 (第 6、 7、 8鋤

法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ

認定基準等チエック表 (第 6:鋤

認定基準等チエツク表 (第7ヨ

認定基準等チエツク表 (第8祠

Q薇珈曰

・ 法第

“

条第1項に鵬づく日順 鮨■躙酬観櫂贈提出色D硼 日卸専こ当たつてιよ i鶴自鵬準薔チェック表 (第61回虹朗ξ81詢
:ム 田職する必要はありま・UL

・ 認定の国出鼎ヒ濃噺の申請に当たつて
`よ

認定基澤書チエツク表 G:6表及び第81DI`明田″滅隅田ありませりし また、法
第

“

条第1項に基づく書類 (御副謳膀轟配隈出書D:1田職したI口熙こ1九 てヽ、改めて記載す色西日

“

5りませ
`L

6 実鶴出損鵬日間を含む各事業年慶の特定非.営利涸動促進法第28条に規定する事業報告祖鵬調及||び役員

名艶珈に月こ定嶼事を同法第29条の規定により蘭簡庁に提出していること

28

③ ⑮ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 0無 有 0無 有 ・ 無

7 法令又
`稀

に基づいてする行政庁の処分に違反する1姜魚偽りその個不亜の行為により何らかの利

益右臥.又は得ようとした事実その他劉出市 る事実がないこと
"湘
ノ

法令に〕蔓反する導りは

事瞬彰刀場熙

偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

O 認定自澤増チェック表 僻7:鋤

`よ

憾請

“

条第1項

`凛

づく書類 医
=質

Eご覆
び添付する必要があります。

⑥ ◎ ① ◎ 申請 時

有 0 有 無 有 ・ 無 有 無 有 無 有 無

8申請書を提出

ていること

した日を含む事業年度の朝旧において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し わ 畑

事業年度 4月 1日 ～3月 31日 設立年月日 平成18年 5月 9日



書式第15号 Q怯多自44条051条・58条関傷C)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 きぼうのいえ たックロ

認定、仮認定又は圏定の有効期間の1弼師G聾料こ力崎|力)ら
・ス 次のい榊 M次湘軍出に該当する法人

:劇勝餞 仮圏定又は圏自の有効期間の更新を受けることができませ,L
l 役員のうち:ミ ツ

“

光 ず`袖‖こ鬱出する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が出定を取リ

合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1 |コ1璽1塞|□置:歴IEI祗|ヨ|コ1壺醒1藝i匠憂|

囀劇」鵬籠 口1戯|ハ :́"l“硼日晰 言う劇 随 あつたFで■d取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上α州螂こ処せられ、そ0朝行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

２

３

４

認定又は仮□定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

定歌又は騒業計画書の内容が法令等に違反している法人
3年を経過しない法人

5
6 次のいリサ山1畔こ彰出する法人
イ 曇力団
口 暴力団又は曇力団D幅回員等の綱制下にある法人

1

イ

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前1年内に当該調超奪Uト

営禾:岬勘法人又は当該瞬調赳講鬱降折!熙副滋人のそ
`城

働た行う理申であつた者でその取消し
有

有

⌒
・モリ

。①

ロ 禁鋼以上の刑に処せら4、 そα月期間1を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5 有O①

悔 躍新l熙倒服唯法若しくは暴力団員による不当行測防止法に違反したことにより、若しくιま]」

法第204条等若しくは暴力衝際輿執踵轟生の罪を犯したことにより、又は国税苦しくは嚇 関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、姉 終`わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

ハ

t*rrt'(つ
Ｌ

ハ
６

４

＾ 国税又は地方帥り翻嚇勝並涌雁勲|｀されているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はいく亜菫)

湘
薇

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申1講時に、

創巨)その他の事務所がある場舒よ その他の事務所所右
`澪

縣嘲山分に係る割硼榎□月薔も添付すること

02)役員報酬規程等提出書には添付η硬

ｒ
Ｄ

6

イ

ロ はい



特定非営利法人きはうのいえ

(目 的)

第 1条 この規定は、特定非営利活動法人きぼうのいえの役員報酬の支給

の基 準について定めることを目的とする。

(報酬及び費用の支給)

第 2条  この法人は、常勤及び非常勤にかかわらず、役員報酬は一切支給

しない。ただし、職務を遂行した際は旅費等の実費を

定に基づき、支給することができる。

(補則)

第 3条 この規定に定めるもののほか、必要な事項は、理事長が理事会の

決議をもとにこれを定める。

(附則)

1 この規定は、2019年 6月 1日 から施行する。



賃金規定

就業規則に基づき、職員の賃金等に関して以下のように定める。

1、 正職員に関する規定

(1)基本給

(2)諸手当

① 管理職 :3万円

② 資格手当

口相談職 :3.5万円

・看護師 :2万円～5万円

③ 役職手当

*職務の内容が施設運営に必要と思われ

る時に委嘱する。

・事務補助 :1万円～2万円

口医療補助 :1万円～2万円

・施設管理 :1万円～2万円

④ 勤務手当

夜勤手当 :1回 2,380円

年末年始手当 :1日  1,000円

介護職が 12月 29日 から1月 3日

の間に出勤した場合。

職  員 基 本 給

1.介護職・事務職 別表「年齢給」

2.看護師 20万円

3相談職 25万円

年 齢 綸 (:ヨ|)

…■■」 □日〔コ日 口EI目

□ 180,000

119 181,000
「
Ｊ

「
Ｌ

Ｅ

"
182,000 1,000

21 183,000 1,000

22 184,000
ヨ
コ

π
Ｌ

Π

23 185,000 1,000

24 186,1000
Ｆ
乃

管
Ｌ

ｎ

四 187,000 1,000

26 188,000
「
Ｊ

「
Ｊ

□

27 1891000 1,000

四 190,000 1,000

四 191,000
ヨ
コ

π
Ｌ

Π

田 192,000 1,000

31 193,000 1=∞0

32 194.000 1,000

田 195,1000 1,0∞

34 196,000 1,000

35 197,000 1,000

田 198,000 1,000

37 199,000 1,0∞

田 200,1000 Ｆ
Ｌ

７
こ

Ｅ

田 2011000 1,000

□ 201,000
＾
Ｕ



2、 パー トタイムに関する規定

職 種 時給

職

職

護

務

介

事
1,000～ 1,300円

相 談 員 2,300円

① 年末年始勤務は、常勤職に準ずる。

② 時給は、経験および勤務形態 (勤務日、勤務時間、勤務日数のことを言う)により勘案
する。決定は理事会の議事を経て決定する。

夜勤には介護職の正職員があたる。ただし、やむをえず臨時職員が夜勤に当たる場合
は、1宿泊 11,000円 とする。

3、 賞与に関する規定

賞与は、原則として支給日に在籍する者に対し、事業業績及び勤務業績等を勘案して支給
する場合がある。

*


